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授業改善に関する実践研究報告
―“中国企業経営” を例として―
王 昱（国際学部）
要 旨
本実践研究は教育の質保証やグローバル人材育成を目指す大学教育の一環とし
て、「中国企業経営」における授業方法改善に焦点を当て行われる考察であった。
この考察においては、授業内容に関する諸アンケート、またはフィードバックによ
り、受講者の関心・要望を適時に把握したうえ、多言語（日本語、中国語、英語）
にわたる教材資料の作成・調整・更新作業を度々行った。
本研究報告では、まず、研究の実施手法を取り上げ、それから、研究結果につい
て、設定した目標と得られた成果についてまとめており、最後に、授業改善を達成
するために、再構築した講義の枠組みを提示したのである。
「中国企業経営」における今後の教学において、基礎知識と適時かつ多言語の教
材・映像・画像の系統化を図りながら、受講生同士のトピック＆ディスカッション
により、アイデアシェアを促し、中国企業経営に対する多元的な思考力・理解力を
培っていきたい。
1. はじめに
本研究の授業名称は「中国企業経営」である。
以下では、研究の目的、担当者、実施手法、研究成果ないし今後の改善予定をまとめておく。
2. 研究の目的
本研究対象科目である「中国企業経営」の授業において、従来からプリント教材を作成・配布
をし、中国の企業経営を取り巻く政治的・経済的な諸環境の概説を行い、ケーススタディーの学
習を取り入れてきた。
しかしながら、受講生たちが有する中国の経営・経済・法律などにおける基本的な知識にバラ
ツキがあるため、講義内容に対する理解度は必ずしも理想的でない。そこで、「中国企業経営と
係わる諸法、諸制度、現地企業におけるおもな事業内容を画像や録画、または電子媒体を通じて
提供することで、如何に教育効果を高めることができるのか」を本実践研究の目的とした。
3. 研究担当者
本研究は、報告者王昱（国際学部教授）が実施した。
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4. 研究の実施手法
•授業内容に関する諸アンケート結果を集計して、フィードバックを行う。
•教材資料の適時性・話題性を重視して、随時にデジタル資料を作成・更新する。
•多言語（日本語、中国語、英語）の教材資料を用いる。
5. 研究結果
本研究を通じて、下記の成果目標を設定した。
•受講生はこの授業で修得した知識をいかしながら、中国企業経営の主な特徴を見出し、初歩
的な分析ができること。
•授業に取り入れた画像利用により受講生が感性的な認識を増すこと。
•教材・資料・画像のデジタル化により、受講生に対しより良質な講義内容が提供できること。
本研究を実施することによって、上記の期待のほか、下記の結果が得られた。
• 中国企業におけるグローバル化への関心が強く、さらに日本での展開にも注目するように
なった。
•中国企業の学習をしながら、日本企業との対照的な見方も持つようになった。
•デジタル化した教材は受け入れやすく、さらに、関連内容の参考資料も自ら探し求めていた。
• 時には多言語を用いる教材内容に対して、積極的に自分の言語力を駆使するケースもあっ
た。ただし、中国語の教材に触れながらの学習はより効果的であるが、十分な説明を行う時
間がないため、教員が要領よく説明する必要がある。
•また、多言語の教材使用がきっかけとなり、受講生同士の多言語でのディスカッションも活
発となっていた。
今後、本実践研究の成果を活用し、当講義では、基礎知識の学習とケーススタディーのほか、
トピック＆ディスカッションを取り入れる予定である。講義の枠組みは下記の通りである。
その：中国企業経営における基礎知識
（） 中国企業を取り巻く主な法規範（図を参照）
▶中国会社法を中心に：企業形態（種類）における学習
▶中国証券法を中心に：上場企業および資本市場の形成における学習
▶中国会計法を中心に：企業会計基準および会計実務の基礎知識における学習
▶中国税法を中心に：企業とかかわる租税公課の基礎知識における学習
▶その他：関連法規および利害関係者における説明
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（） 中国企業経営における主な側面（図を参照）
▶上記諸法規範の内容を踏まえて、中国企業と起業の現状解説
▶中国企業の設立および資金調達、増・減資、上場などにおける基礎学習
▶中国企業のコーポレートガバナンスの現状における学習
▶中国企業経営には CEO（Chief Executive Officer 最高経営責任者），CFO（Chief
Financial Officer最高財務責任），COO（Chief Operating Officer最高執行責任者）、
および株主総会などの役割
▶その他では、企業経営と係わる諸専門資格（例：公認会計士など）の解説
授業改善に関する実践研究報告
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【図】中国企業を取り巻く主な法規範
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【図】中国企業経営における主な側面
その：業種別企業におけるケーススタディー（図を参照）
各ケーススタディーにおけるポイント：
▶中国の金融業：中国工商銀行、中国建設銀行、中国農業銀行、中国銀行の筆頭株主と
資本金
▶中国の飲食業：中国本土企業青島麦酒は初めて香港で上場した本土企業
▶中国の製造業：ハイアールの経営ノウハウと企業文化
▶中国の IT業：ケイマン諸島で法人登記をし、アメリカで上場を果たしたアリババは
なぜ “中国企業” と認識されるのか
その：トピック＆ディスカッション（図を参照）
講義内容に対する理解を深め、本授業で習得した中国企業における関連法規範の基本知識と企
業経営における基礎知識を活かせるため、受講生たちによるディスカッションを導入する。ケー
ススタディーの対象企業について、受講生同士で各自の考え方を交換し、より広い視野で企業経
営を理解したうえ、中国企業経営の特徴を多元的に捉えることを期待する。また、できれば多言
語によりディスカッションチャンスを受講者に提供したい。
関西学院大学高等教育研究 第号（2019）
― 50 ―
㔠⼥ᴗ㸸୰ᅜᕤၟ㖟⾜ ௚
㣧㣗ᴗ㸸㟷ᓥ㯏㓇
〇㐀ᴗ㸸ࣁ࢖࢔࣮ࣝ
ITᴗ㸸࢔ࣜࣂࣂ
【図】ケーススタディー：企業リスト（暫定）
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【図】ディスカッションによるアイデアシェア
6. まとめ
上記のような先端的な授業改善に関する実践研究を通じて、研究対象である「中国企業経営」
という授業は従来の教学内容・方式よりもデジタル資料・映像などを用いた教学のほうが受講生
たちにとって修得しやすいことが判明した。
「中国企業経営」における今後の教学において、基礎知識およびケーススタディーにおける教
材・映像・画像の系統化を図りながら、内容をさらに充実させ、受講生同士のトピック＆ディス
カッションにより、アイデアシェアを促し、企業経営に対する多元的な思考力・理解力を培って
いきたい。また、多言語（日本語、中国語、英語）資料を使用するため、十分な解釈を加えられ
るよう改善していく予定である。
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